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ドイツ連邦共和国における司法通訳人・翻訳人認定制度について1

阿部津々

1. はじめに山本研究の意義

日本弁護士連合会は 2013年 7月 18日付で「法廷通訳についての立法提案に関する

を取りまとめ、最高裁判所長官、法務大臣及び検事総長宛てに提出した。この意見書は、

わが国において、近年の国際化および裁判員制度の施行により、従来以上に法廷通訳の質の

確保が必須のものとなっているにも拘らず、通訳人の質の確保、資格、身分保障等について

明文の規定がないため、資格・名簿制度、継続的研修制度、報酬制度等の立法化が必要であ

るとし、アメリカ合衆国、オーストラリア、韓国、 EU加盟国の現状を参考として例示する

が、 EU加盟国に関しては、欧州、|理事会が 2009年 11月30日に採択した「刑事手続きにお

ける被疑者・被告人の手続き権の強化のためのロードマップに関する欧州理事会決定2J (以

下「ロードマップJ)、および「刑事手続きにおける通訳・鶴訳に対する権利に関する指令3J

(以下「指令 2010/64/EUJ)4について略述するにとどまり、 EUにおけるこれまでの取り

組みや、各加盟国の認定制度に関する分析はなされてない。 EUでは近年、司法通訳・翻訳

の共通水準確立という詔標に向かつて注自すべき進展が見られた。また、アメリカ合衆盟の

法廷では口頭での陳述が最も重視されるのに対し、欧州|の多くの法廷では書面が主要な役

割を果たすため司法翻訳の重要性が相対的に高し泊ことなどからしでも、大陸法系に属する

わが国にとって、欧州における取り組みは特に参考になると考えられる。そこで本稿では、

EUにおける可法通訳・稿訳の共通水準確立への道程を概観し、その中でドイツの司法通訳

人・翻訳人法、報酬に関する法律がどのような発展を遂げ、また、どのような司法通訳人・

翻訳人養成が行われているのかを総合的に検討することにした。本稿が、わが国における司

法通訳人プ翻訳人認定制度をめぐる議論深化のための一助となれば幸いである。

1本稿は拙稿「ドイツにおける司法通訳翻訳人認定制度についてJ大阪大学大学院言語文

化研究科修士論文、 2013年 3月(未刊行)を要約・修正したものである。

2 Resolution of the Council of 30 November 2009 on a Roadmap for strengthening 
procedural rights of suspected or accused person in criminal proceedings. 
3 Directive 2010/64/日Uof the European Parliament and of the Council of 20.0ctober 
2010 on the right to interpretation and translation in criminal preceedings. 
4滞)11紘子 fEU~自由・安全・司法J の地域における刑事苛法協力関連立法の制度的側面
一被疑者・被告人の権利に関する 2つの指令を手掛かりとして」、『立命館国捺地域研究』

(第 38号)、 2013年 10丹、 37・52

5 Juan Miguel Ortega Herraez， Cynthia Gianbruno， Erik Hertog， lhnsJating for 
Domestic Courts in MulticuJturaJ Rθogions: Issues and New DθveJopments血 Europa
and the United Stat，θ's of America， in: Anabel Borja Albi， Fernando Prieto Ramos (eds.)， 
LegaJ TransJation in Context -ProfessionaJ Issues and Prospects， 2013 Peter Lang， 
8.89掛121.
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2. EUにおける司法違訳・翻訳の共通水準確立への道程

2010年 10月20目、 EUにおいて指令2010/64/EUが採択された。これは、リスボン条

約発効以降、刑事司法分野で採択された最初の指令であり、「ロードマップj の措置 A

(MeasureA)に対応している。向指令は、被疑者・被告人が、警察による取調べ、弁護士

との接見、裁判において司法通訳・翻訳を受ける権利を定め、必要な場合にはテレビ会議・

電話を介した通訳を容認する。また、通訳の質を保全するため、各加盟国に資格を有する

法通訳人・翻訳人の名簿の作成を要請し、さらに、裁判官・弁護士をはじめとする司法関係

者を対象として、両法通訳人・翻訳人との業務を円滑に進めるためのトレーニeングを実施す

る必要性を明記した。 2012年 5月22日の f刑事手続きにおける情報に対する権利に関す

る指令6J (以下咋旨令2012/13/EUJ)は加盟国に、被疑者・被告人に対して、必要な文書を

理解できる雷語で交付することを義務付けた。詞年 10月25日には、犯罪被害者が司法通

訳・翻訳のサーピスを受ける権利を明記した「犯罪被害者の権利、援助および、防御の最小限

の基準、および枠組み決定20011220/JHAを引き継ぐ指令7J(以下「指令2012/29/EU J )が

採択された。 EUにおける司法通訳・翻訳をめぐる長期にわたる議論がこれらの指令に結実

するためには、法曹関係者、研究機関、モ司法通訳人・翻訳人の養成機関、および通訳者・翻

訳者の職業者連合による、関かれた学際的議論と連携が不可欠で、あった。

1999年5月 1自に発効したアムステノレダム条約の呂的は、欧州連合に「自由、安全及び

正義の地域Jを創設することで、あったが、信頼できるコミュニケーションがその前提であり、

この目的達成のためには信頼性のある可法通訳・翻訳業務が不可欠であることが認識され

ていた。それゆえ、欧州委員会の可法・内務総局 (DGJustice and Home Mfairs)はEU加

盟国において統一的な司法通訳・翻訳の水準を確立する目的で、 1998年に fGrotiusプロ

ジェクト 1(Grotius project 98/G豆/131)8J、2001年に fGrotiusプロジェクト II(Grotius 

project 2001lGRP/015) 9 Jを実施した100 2003年2月19日の明:Ij事訴訟における被疑者・

被告人の手続権保障に関する緑書11J は第5条において、被疑者または被告人が、刑事訴追

を受けている罪状について理解し、訴訟の経過を理解できるために、専門鑑定人および/ま

6 Directive 2012/13/EU of the European Parliament and of the Council of 22.May 2012 
on the right to information in criminal preceedings. 
7 Directive 2012/29/EU of the European Parliament and of the Council of 25.0ctober 
2012 establishing minimum standards on the rights， support and protection ofvictims 
of crime， and replacing Council Framework Decision. 
8 Erik Hertog (ed.)， Aequitas:Access to JusticeAcross Languaglθand CuJture in the 
EU， 2001 Lessius Hogeschool. 
9 Erik Hertog (ed.)， AθquaHtas: Equal Access to Justice across Languag;θand Culture 
in thθEU， 2003 Lessius Hogeschool. 
10水野真木子「欧州、|における司法通訳・翻訳をめぐる近年の動きと展望-Grotius Project 

を中心lこ j 、『通訳研究~ (No.4)、日本通訳学会 2004年 12月、 139-156
11 Green Paper from the Commission， }ケ"ocθdualSafeguards for Suspects and 
Dθ1endants in ClゴminalProceθdings throughout thθEuropean Union， Brussels， 
19.02.2003， COM(2003)75 final. 
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たは適格な(または認定を受けた)通訳人および翻訳人を付ける権利を明記しているが、こ

れは Grotiusプロジェクトト立の成果をとり入れたものであった。 Grotiusプロジェクト

は、さらに 2003年の fAgisプロジェクト I(Agis project JAII2003/AGISI048)12 J、2006

年の fAgisプロジェクト II(Agis project JLS/2006/AGIS/052)13 Jに引き継がれることにな

る。さらに 2008年6月には「多言語主義と通訳者養成のすフレクション・フォーラム14J

が設立され、その成果である「最終報告書 (FinalReport)15 Jが2009年3月に通訳総局か

ら発表された。

2009年 11月初日、欧州委員会 f司法・自由・安全総局j による刑事司法ブ。ログラムの

一環として、 EU全域の司法通訳人・翻訳人・手話通訳人と、 EUおよび各加盟国の養成機

関・研究機関をつなぐ単一のプラットフォームとなる「欧州司法通訳翻訳人協会16(以下

EULITA)Jがベルギーのアントワープで設立された。これは上記 f最終報告書j第 3章が

る fEU全加盟国を包括する可法通訳者協会の設立j が実現化されたものである。

2013年4月6日、ロンドンで開催された EULITA総会において、世界人権宣雷17、欧州人

権条約18、欧州連合基本権憲章19 および指令2010/64/EUを主要な法源とする fEULITA

職業倫理規範20Jが採択された。

指令201 0/64/EUは、加盟国に 2013年 10月27詰までに、この指令に準拠するために必

要な国内法と行政手続きを施行することを義務付けていた。 EULITAは、同指令の実施が

実務レベノレで、円滑に進められるように、法曹関係者(官僚、裁判官、行政官、検察官、弁護

士、警察官)および司法通訳人・翻訳人の養成機関を支援する程的で、研究機関と通訳人・

翻訳人の職業者連合と連携し、 2011年から 2012年まで「将来のためのトレーニング

(TRAFUT) 21 Jを実施した。

指令2010/64/EUは、EU全域の司法制度において刑事事件で提供される通訳と翻訳が、

手続きの公正さを保離するために十分な質を有することが必要であることと、通訳と翻訳

12 Heleen Keijzer-Lambooy， Willem Jan Gasille (eds.)， Aequilibrium Instruments for 
Lifting Languag;θBanてIersin Intθ'1'cultural Legal Proceedings， 2004 ITV Hogeschool 
voor Tolken en Vertalen. 
l臼31お~r討ikH王e位r初 g， Jan van Guckt (住eds.ω.)入，StatusQua θ印'sヲ拙t白ionis:Qu θ何st白lonz刀laLβr，θon t幼hθ 
f乃主)roりovげisio仰刀 ofLe智!gal_一Int，臼θ'r}戸フ刀'1'，叫θ'et白in勾1噌'gand1丹壬'anslatωlon1血TIt的hθE[ι1， 2008 Intersentia. 
14 Reflection Forum on Multilingualism and Interpreter Training. 
15 Reflection Forum on Multilingualism and Interpreter Training: Final Report， 2009 
European Commission. 
16 European Legal Interpreters and Translators Association (JLS/2007/JPEN/249). 
17 The U niversal Declaration of H uman Rights， December 1948 (Articles 1-1 
1ω8 The European Conven詑凶t討i白onfor the Protection 0ぱfHuman Rights and Fundamental 
Fre悦edωoms久， November 1950 (Articles 5 and 6ω). 
19 The Charter of Fundamental Rights of the European Union (2000/C 364/01)， 
Chapter III Articles 20・"21，Chapter VI Articles 47胴50.
20 EULITA Code of Professional Ethics. 
21 Training for the Future: Implementing the Directive on the Right to Interpretation 
and 宝ranslationin Criminal Proceedings (JUST/2010/JPEN/AG/1549). 
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の質が要求される水準を達成するために、各加盟国が具体的な手段を講じなければならな

いことを定めている。 2011-2014年に実施された 'Qualitasプロジェクト22J はこの要請

に応えるため、加盟国で導入されるべきモ司法通訳人認定制度に関するガイドラインを策定

し、通訳人認定試験のフ。ロトタイプを作成した。また両法翻訳は、実務上司法通訳人が兼任

することが多いものの、本来司法通訳とは異なる技能を要する別の業務であるため、 2013-

2014年 IQualetra(Quality in Legal Translation)フ。ロジェクト」が実施され、同指令が言

及する可法翻訳の質について検討した。また、同指令が言及する警察・検察庁の取調べにお

ける、警察・検察庁と司法通訳人・翻訳人との連携を向上させる目的で 2011-2012年に

IImPLI (Improving Police and Legal Interpreting)プロジェクト」が実施された。向指

令が容認するテレビ会議を介したモ司法通訳に関しては、 2008-2015年に IAvidicusプロジ

ェクト 1・2・323Jが実施され、テレゼ会議を介した司法通訳について調査研究が行われ

た。その他の数多くのプロジェクトが EULITAを中心に現在も進められており、多数の出

際会議やセミナーが開催されている。ただし、 EULITAによれば、向指令の閣内実施措寵

期限の 2013年 10月27日が経過した時点で、臨内実施措置を報告した加盟国は、 28カ盟

中わずか8カ国にとどまり 24、全加盟国が足並みを揃えることの難しさを伺わせている。

2014年 10月27日提出期限の、各加盟国による報告書の分析が侠たれるところである。

3. ドイツ連邦共和国における司法通訳・翻訳人認定制度

ドイツ連邦共和国の公用語はドイツ語であり、人口の 95%以上が標準ドイツ語を話す。

ゾルブ語、ロマ語、デンマーク語、北フリジア語が少数言語として法的に認められているが、

これらの言語を第一言語とする者は人口の1%に満たない。また、 トルコ語、クノレド語、ロ

シア語、アラビア語、ギリシャ語等を第一言語とする、やや大きめの移民集団がある250

ドイツでは、司法通訳人・翻訳人の認定ための条件や認定の手続きは、各連邦州、|の法律に

定められている。このため、認定の手続きや要求される適性は州によって異なっている。日

本におけるのと間様に、ドイツでも通訳・翻訳は独占業務資格ではなく、「通訳者JI翻訳者J

という名称を使用すること自体に制眼はない。しかし、認定を受けた司法通訳人・翻訳人の

正式名称は各州の法律で定められており、法律による保護を受ける。通訳人は認定の際に

「一般宣誓Jを行い、その後、裁判所などに召喚された際に宣誓を繰り返し行う必要がない。

認定を受けた翻訳人は、公証翻訳を作成することができる。

前述の EU指令、および司法通訳・翻訳の共通水準を確立するための一連の取り組みの中

で、ドイツの司法通訳人・翻訳人の認定と報酬に関する法律がどのように発展し、現在どの

22 Cynthia Giambruno (ed.)， Assessing Legal Interpret，θ'r QuaHty Throughout Testing 
And Certincation: The QuaHtas Projecム2014Universidad de Alicante. 
23 http://www.videoconference幽interpreting.net/
24 Liese Katschinka， Dθ'adHne lor transpositon 01 EU Directive 2010/64θ早 >ired，
October 2013， http://www.eulita.eul deadline-transposition幽e1γdirective-201 064 -expired. 
25 Vgl. Cynthia Giambruno (ed.)， 8.160. 
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ような司法通訳人・翻訳人養成が行われているのかを次に見ることにする。

3・1.連邦行政裁判所2007年 1月 16日の判決と新 f司法通訳人・翻訳人法j

連邦行政裁判所 (Bundesverwaltungsgericht)は2007年 1月 16日、司法通訳人・翻訳

人の認定に関わる規定は職業活動の権利に関わるものであり、ドイツ基本法第四条 1項26

の規定に則り法律によって定めなければならず、行政命令では足りないとする判決27を下し

た。この判決によって、全ての連邦州に、モ司法通訳人・翻訳人認定に関して立法化が義務付

けられることとなった。

この判決以前の立法状況は連邦州によってさまざまであり、通訳人法が存症せず、行政命

令や慣例のみに従って司法通訳人・翻訳人認定が行われる州もあった。例えば、シュレスヴ

イヒ・ホノレシュタイン州では、司法通訳人・翻訳人の認定に関して、 2009年 7月30日に

新通訳人法28が制定されるまで、プロイセン王国において 1900年 2月 5日に制定された

f裁判所における業務のための専門鑑定人の一般宣誓に関する命令29J 以外の法律が存在し

なかった30。各州、iで立法化が進む中、プレーメンチ1'1では立法イヒが遅れ、上記判決以来、通訳

人・翻訳人の認定が停止される状態が続いていたが、 2014年 11月8日にようやく同州の

裁判所構成法施行法31第28条に司法通訳人・翻訳人認定に関する規定が追加された。これ

を以て、全 16の連邦州における司法通訳人・翻訳人認定に関する法律の制定が完了した。

これらの法律は、 2005年 9月 7時の「職業資格の相五承認に関する欧州議会および理事

会指令J(以下「指令 2005/36/ECJ)32、および2006年 12月四日の「域内市場における

サービスに関する欧州議会および理事会指令J(以下司旨令2006/123/ECJ) 33に従って制定

または改正された。まず、指令 2005/36/ECに基づいて、 EU加盟国における大学の卒業資

格や職業資格が加盟国間で相互に認定されることとなり、ドイツで司法通訳人・翻訳人とし

26 ドイツ基本法第 12条 1項の規定は次の通りである。「全てのドイツ人は、職業、職場、

職業教育の場を自由に選択する権利を有する。職業活動については、法律によって、また

は法律に基づいて規制することができる。」

27 BverG， Urteil vom 16.01.2007 -6C15/06， NJW2007， 1478f. 
28 Gesetz uber Dolmetscherinnen und Dolmetscher sowie Ubersetzerinnen und 
Ubersetzer in der Justiz (Justizdolmetschergesetz "JustizDolmG) Vom 30. Juli 2009. 
29 Allgemeinen Verfugung vom 5. Februar 1900 uber die allgemeine Beeidigung von 
8achverstandigen fur gerichtliche Angelegenheiten Cinsbesondere S 10). 
30 Norbert Zanker (Hrsg.)， Dolmetscher und Ubersetzlθ'r im Landesrechtω DasRecht 
derDolmθtscher und Ubersetzer in den La・ndernder Bund，θ'srepublik Dθutschland， 
2005 BDU， 8.334. 
31 Gesetz zur Ausfuhrung des Gerichtsverfassungsgesetzes (AGGVG). 
32 Die Richtlinie des EuropゑischenPar匂mentsund des Rates uber die Anerkennung 
von Berufsqualifikationen vom 7. 8eptember 2005 (Europaische Berufsanerkennungs" 
richtlinie) . 
33 Die Richtlinie des Europaischen Parlaments und des Rates uber Dienstleistungen 
im Binnenmarl王tvom 12. Dezember 2006 (EuropゑischeDienstleistungsrichtlinie oder 
Bolkestein幽Richtlinie).
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て認定を受けた者は、他の EU加盟問の司法通訳人・翻訳人名簿にも氏名を記載すること

が可能になった。

さらに、2008年 10月 30日の「由境を越えた債権回収と送達の改善法J(GrFordDuG34) 

に従い、 2008年 12月 12日に裁判所構成法(以下 GVG)および民事訴訟法(以下ZPO)

の改正法が施行された。この法改正は、指令 2006/123/ECを視野に入れたもので、改正後

のGVG第 189条2項、およびZPO第 142条3項には、一つの州で司法通訳人・翻訳人認

定を受けた者は、ドイツ連邦共和国全土において業務を行えることが明記された。つまりこ

れにより、司法通訳人・翻訳人の「居住義務 (Residenzpflicht)Jが撤廃されたのである350

含2.司法通訳人・翻訳人認定の条件- r人的適性j と「専門的適性J

全ての連邦州の新通訳人・翻訳人法に共通していることは、 f人的適性 (persぬliche

Eignung) Jおよび「専門的適性 (fachlicheEignung) Jが認定の前提とされる点であるが、

その内容は連邦州によって異なっている360

「人的適性Jとは、主に次の 2つの要素によって判断される O 第一は、品行方

(persぬlicheIntegritat)である。これは良心に基づき誠実な通訳・翻訳が行われることに

対して、疑念を生じさせないために必要であるとされ、警察が発行する行状証明

(Fuhrungszeugnis)の提出によって証明される。第二は、安定した経済状態、であり、道徳

的属敗や質収の予防のために必要とされている。大抵の場合、書面による宣言の提出を求め

られるのみであるが、連邦州によっては、具体的な情報の提示を要求される場合がある。そ

の他、成人であること、 EU加盟国に居住していること、常に裁判所・検察庁その他の官公

庁からの召喚に応じられる状況にあること、心身ともに健全であること等が認定の条件と

して付されることがある。

「専門的適性」については、連邦州や大学が実施する司法通訳人・翻訳人認定試験に合格

することを条件とする連邦州がある37一方、単に外国語の能力がほーロッパ言語共通参照

枠 (CEFR38)JのC2レベノレで、あることのみを認定の前提とする連邦州もある390

各州、!の方式で認定を受けた司法通訳人・翻訳人は、連邦のデータベース (Dolmetscher-

und Ubersetzerdatenbank) 40に記載される。このデータベースはインターネット上で公開

されており、言語や居住地による司法通訳人・翻訳人の検索が可能である。 2015年 3月現

在、このデータベースには延べ 23，536名の司法通訳人・翻訳人が記載されており、この数

34 Gesetz zur Verbesserung der grenzuberschreitenden Forderungsdurchsetzung und 
Zustellung (Gesetz vom 30. Oktober 2008， BGBI. TeilI Nr.50， 8.2122). 
35 Manuel Cebulla (Hrsg.)， Bθ'rufsrecht der Ubersetzer und Dolmetscher， 2012 BDU 
Fachverlag， 8.338-339，347胴349.
36 Ebd. Cebulla (Hrsg.)， 8.340. 
37本稿 3-4.参照。

38 Common European Framework of Reference for Languages. 
39ラインラント・プフアノレツ州通訳人法 (LDUJG)第 3条3項参照。

40 http://WWw.justiz-dolmetscher.de/ 

16 



は需要を大きく上回っていると考えられるカ~41、どの司法通訳人・翻訳人を選任するかにつ

いては規定がなく、裁判官の裁量に委ねられている420

含3.宮司法報酬および補鏡法 (JVEG43)

「司法報酬および補償法J(以下品TEG)は、正式には「専門鑑定人・通訳人・翻訳人に

対する報酬、および参審員・証人・第三者に対する補償・に関する法律44Jと称する。裁判所・

検察庁・税務署等の官公庁から石喚される専門鑑定人・通訳人・翻訳人は、認定を受けてい

るか、認定を受けていない「アドホックj選任であるかに拘わらず、 JVEGに従って報酬、

および経費の補償を受ける。品TEGは、前法「証人および専門鑑定人の補償・に関する法律

(以下 Z8EG45)Jと、参審員に対ーする補償を定めた「参審員の補償に関する法律

(EhrRiEG46) Jが統合されたもので、 2004年 7月 1日に施行された47。

ドイツにおいて、証人・専門鑑定人・通訳人が、石喚のために、本来の職業を休業したこ

とによって生じる逸失利益に対する補償制度を定めた法律は、すでに 1878年に存在してい

た。すなわち「証人および専門鑑定人に対する料金規定(以下 GebOZ848)Jであるが、こ

れは実質的に、プロイセンの「裁判所の業務における証人および専門鑑定人の料金に関する

法律49Jの効力をドイツ全土に拡大したもので、あった。 GebOZ8はその後、経済的および技

術的変化に対応すべく、幾度となく改正され、 1957年 7月初日の「費用法改正法

(五ostRAndG50)J Iこより、 Z8EGIこ引き継がれることとなった。その後も度重なる改正を

経たとはいえ、実に 126年もの問、裁判所に者喚される通訳人・専門鑑定人に対して、逸失

利益補償とし、う基本原則のもとに手当が支給されてきたことになる。

これに対し JVEGは、専門鑑定人・通訳人・翻訳人に対して支払われるものが「報酬j

41 Anthony Pym， Francois Grin， Claudio 8freddo， Andy L.J.Chan， The Status ofthe 
Translation Profession in the Europθan Union， 2013 Anthem Press， 8.33・38.
42 Vgl. Cynthia Giambruno (ed.)， 8.160. 
43 Justizvergutungs働 und帽entschadigungsgesetz.
44 Gesetz uber die Vergutung von 8achverstandigen， Dolmetscherinnen und 
Dolmetschern， Ubersetzerinnen und Ubersetzern sowie die Entschadigung von 
ehrenamtlichen Richterinnen， ehrenamtlichen Richtern， Zeuginnen， Zeugen und 
Dritten. 
45 Gesetz uber die Entschadigung von Zeugen und 8achverstandigen. 
46 Gesetz uber die Entschadigung der ehrenamtlichen Richter. 
47 Paul Meyer， Albert Hるver，Wolfgang Bach， Henning Oberlack， Di，θ 路'l'gutungund 
Entschadigung von Sachverstandigen， Zeug;θn， Dritten so問 .θ vonehrenamtHchen 
Richtern nach dem JVEG -Kommentar -25.リ neubθarbθ'iteteAufJage， 2011 Carl 
Heymanns Verlag， 8.81・82.
48 Gebuhrenordnung fur Zeugen und 8achverstゑndigevom 30. Juni 1878 (RGBl. 1878 
8.173)欄 GebOZ8.
49 Gesetz， betreffend die Gebuhren der Zeugen und 8achverstandigen in gerichtlichen 
Angelegenheiten vom 1. Juli 1875 (Pr.G8.1875 8.545). 
50 Das Kostenrechtsゑnderungsgesetz.
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であることを明記し51、逸失利益の補償という Z8EGの基本原則を能換した。これは、専門

鑑定人・ 2司法通訳人・翻訳人が、専門知識と技能を行使する独立した職業人として認識され

たことを意味しており、 ドイツ通訳者翻訳者協会 (BDU52)はこの変化を歓迎した530

2013年 8月 1告に施行された「第二次費用法現代化法 (2.KostRMoG54)Jによって、

のTEGを含む「費用法Jが大幅に改正された。第一次費用法現代化法 (2004年5丹 5日施

行)以降の経済的発農への適合が図られたのであるが、この結果、専門鑑定人・モ司法通訳人・

翻訳人に対する報酬額が大幅に引き上げられることとなった。

法改正に先立ち、専門鑑定人・司法通訳人・翻訳人に対する適正な報酬額を算定する目的

で、クリストフ・ホメリヒ教授他が、ドイツ連邦司法省の委託により、 2010年 10月に f司

法報酬および補償法のための市場調査一専門鑑定人・通訳人・翻訳人に対する報酬55J(以

下「ホメリヒ調査J)を実施した。この調査は、専門鑑定人 13，323名、通訳人 1，779名、翻

訳人 3，344名に対して市場報酬額に関するアンケート調査を行ったものである。郵送・ファ

ックス・オンラインによる回答が可能であり、専門鑑定人4，067名(回答率 31%)、通訳人

191名(回答率 11%)、翻訳人466名(回答率 14%)からの田答を得た。この調査の結果、

JVEGで定められた専門鑑定人・司法通訳人・翻訳人の報酬額は いずれも市場価格を下回

っており、分野によってはその格差が非常に大きいことが明らかになった。この調査結果を

基に、 JVEGの司法通訳人・翻訳人の報酬に関する規定が大幅に改正されたのである。

品TEG第9条が規定する奇法通訳人に対する報酬は、改正前は、同時通訳・ウィスパリン

グ通訳・逐次通訳等の通訳技術の種類に関係なく一時間につき一律55εで、あったが、改正後

は f通訳人lこ対する報酬は一時間につき 70e、明確に同時通訳のために召喚された場合には

75eとする。者喚に際して、予め告知された通訳の種類のみが支払い額を決める基準となる

560 Jとされ、同時通訳とその他の通訳の報酬額に差がつけられた。

また、同法第 11条が規定する司法翻訳人に対する報酬は、改正前は翻訳元のテキストの

様式に関係なく「翻訳に対する報酬は、書面 55文字につき 1，25eで、 55文字に満たない端

数は切り上げるものとする。専門用語が使用され、または解読が閤難なため、翻訳が著しく

困難なものについては 1，8民とする。翻訳が極めて困難なものについては訴とする。Jと規

定されていたが、改正後は、「翻訳に対する報酬は、書面 55文字につき 1，55eで、 55文字

51裁判所に召喚される証人・第三者・参審員に対しては、従来通り、逸失利益補償の原則

が採用されている。

52 Bundesverband der Dolmetscher und Ubersetzer e.V 
53 Norbert Zanker， Justiz 除草utungsund Entschäd~旨ungsgesetz(JVBω-Materia.1ien 
furDolmθtschθ'r -2.Auflag;θ， 2005 BDU Berlin， 8.9， 41. 
54 Das Zweite Gesetz zur Modernisierung des Kostenrechts. 
55 Christoph Hommerich， Nicole Reis: Marktanalyse zum Justizv.θrgutungs und 
マ'ntschadi注;ungsgesθtz幽Die路rgutungvon Sachv.θ!rstandigen， Dolmetschern und 
Ubθ町'rs卸θt白Zθern
5“6 Klm山1おsOtto， Werner Klusner， Dr. Christian R. Fackelmann， Bernd Thamke， Gunnar 
Duspohl: Das neuθKostenr，θcht圃 2.Kostenrechtsmodernisi.θ'rungsg，θ'setz， 2013 
Bundesanzeiger Verlag， 8.621-628. 
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に満たない端数は切り上げるものとする(基本報酬)。電子化された編集可能なテキストで

ない場合は、報酬額は書面白文字につき 1，75Eに増額され、 55文字に満たない端数は切り

上げるものとする(増額された報酬)。翻訳が、偲々の特別な事J培、とりわけ専門用語の頻

繁な使用、テキストの判読が困難であること、至急を要すること、ドイツでは希少な外臨語

であることにより特に困難である場合には、基本報酬を 1，85E、増額された報酬を 2，05Eと

する。」とされ、翻訳元のテキストが電子様式である場合と、それ以外の場合で報酬額に還

がつけられた570

「ホメリヒ調査Jのもう一つの目的は、れTEG第 14条が定める「報酬額に関する合意j

が、実際にどの程度適用されているかを調査することであった。 JVEG第 14条は「報酬額

に関する合意」について、「州、iの最高機関、または裁判所および連邦の行政庁にとっての連

邦の最高機関、またはこれらのうちいずれかの機関によって定められた部局は、頻繁に石喚

される専門鑑定人・通訳人・額訳人との間で、給付される報酬に関して合意することができ

るが、その報酬はこの法律が定める額を上回ってはならない。」と規定している。

前法Z8EGは、れTEGにおけるような定額の報酬を定めておらず、分野ごとの逸失利益

補償の最高額と最低額を提示しているのみで、あった。それゆえ、補償'額の算定を容易にする

目的で、奇法機関や官公庁と奇法通訳人・翻訳人の間で補償額に関して合意することには意

味があった。しかし、れTEGは定額の報酬を定めているため、報酬額に関する特別な合意

が、報酬額の算定を容易にすることにはつながらない。また「報酬額に関する合意j は、

瓜TEGが想定しているように、過去に頻繁に召喚されたか、将来頻繁に石喚される予定の

法通訳人・翻訳人のみを対象とするとは限らない。つまり「報酬額に関する合意jは、司法

通訳人・翻訳人にとって何らメリットをもたらすものではなく、無用なのだが58、報酬等を

支払うのは各連邦州、|であることから、実際には「報酬額に関する合意」が何らかの形で現場

レベルで、奨励され、報酬が連邦1'1'1ごと、また同じ連邦州、iで、あっても裁判所ごと、検察庁ごと

にまちまちになる可能性があり、これは司法通訳人・鶴訳人のレベノレ保全という観点から見

て望ましくないことが立法当初より指摘されていた。BDUはれTEG第 14条の適法性につ

いて、テューピンゲン大学のロネレンフィッチ教授他に法律鑑定書の作成を委託した590 こ

の鑑定書は、 JVEG第 14条の f報酬額に関する合意j に関する規定は、適用と解釈におい

て最低料金が顧慮、される限りにおいて適法であると結論付けている600

上記の JVEG第 14条の適用状況に関して、「ホメリヒ調査jが各連邦州の司法当局を対

57 Karl Josef Binz， Praxiskommθntar zum JVEG， 2014 BDU Fachverlag， 8.79， 104. 
58 Vgl. Cebulla (Hrsg.)， 8.326. 
59 Michael Ronellenfitsch， Rebecca Dorn， Rechts企'8gendes持orgutungsanspruchsvon 
Dolmθtschθ'rn und Ubersetzern nach dem Justizvergutungs-und -
entschadigungsgesθtz (JVEG) -Rechtsgutachten im Auftrag dθs Bundesverband der 
Dolmθtscher und Ubersezter e. v.， 2006， 8.5. (この鑑定書はインターネット上で公開され
ている。)http://www.bdue糊berlin.de/component/docmanldoc_download/51-gutachterγ14幽

jveg-.html 
60 Ebd. Ronellenfitsch， Dorn， 8.47. 
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象に調査したところ、「報酬額に関する合意Jに基づき、 JVEGで規定された報酬を下回る

報酬を受けた専門鑑定人・通訳人・綿訳人は僅かであることが明らかになった61。

3-4. 司法通訳人・翻訳人養成講鹿

ドイツでは、現時点で全ての連邦州で完備されているわけではないが、司法通訳人・翻訳

人の養成を目的とするセミナーや養成講座が各地で開講されている。中でも下記の三講座

が代表的なものである(アルファベット順)0 これらの講座はいずれも、大学の通訳翻訳学

科の修了者、または、通訳者・鶴訳者としての実務経験を存する社会人を対象としており、

修了試験は、司法通訳人・鶴訳人認定試験を兼ねている。

① ドイツ通訳者翻訳者協会 (BDU)r法律用語夏季講習62J は、それぞれ3日間の 3つ

のブロック講座から成る。修了試験の合格者は、ノルトライン・ヴェストファーレン

州の全ての高等裁判所において、珂法通訳人・鶴訳人認定を受けることができる。

②ハンブルク大学 f司法通訳翻訳人養成講鹿63Jの受講期間は 12ヶ月で、 10回の週末

スクーリングと、約 300時間の自習から成る。修了試験の合格者は、ハンブノレク州

「内務およびスポーツ局内から司法通訳人・翻訳人認定を受けることができる。

③マグ、デブノレクーシュテンダノレ単科専門大学65r裁判所及び官公庁における通訳翻訳講

鹿66J は受講期間が 2ゼメスターで、修了試験の合格者は、 ドイツ連邦共和国全土で

有効な帯法通訳人・翻訳人認定を受けることができる。

4.おわりに

EUでは、アムステノレダム条約以降、今日まで、司法通訳・翻訳の共通水準を確立するた

め、司法通訳人・翻訳入、法曹関係者、研究・教育機関による学際的議論と連携が段踏を踏

んで積み重ねられ、その成果が fロードマップjおよび指令2010/64/日じをはじめとする措

置に結実した。この過程の中で、ドイツでは、各連邦州、|の司法通訳人・翻訳人に関する田内

立法が完了し、認定可法通訳人・翻訳人の名簿が作成された。また、報酬の支払いに関する

法律が市場調査の結果に基づいて改正され、 EUの共通水準に照準を合わせた司法通訳人・

翻訳人の養成講鹿もすでにいくつか開講されている。上記指令が定める国内実施措置は概

ねJiI長調に進んで、いると言えるだろう。 EUとドイツの例は、わが盟における司法通訳人・翻

訳人認定制度の導入をめぐる開かれた学際的議論と連携、さらに大学における語学教育・通

訳教育67のあり方という観点からも、大いに参考とされるべきである。

61 V gl. Christoph Hommerich， Nicole Reis， 8.20. 
62 8ummer 8chool Rechtssprache im BDU NRW. 
63 Dolmetschen und Ubersetzen an Gerichten und Behorden. 
64 Die Behorde fur Inneres und 8port. 
65 Hochschule Magdeburg“8tendal (F担). 
66 Dolmetschen und Ubersetzen fur Gerichte und Behorden. 
67中山純「職業教育としてのドイツ語教育ー通訳者養成の視点からJ、『ドイツ語教育』

(18号)、日本独文学会ドイツ語教育部会 2014年、 38-39
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